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巻頭言

巻頭言

　今年度も、ここに『白山法学』を刊行する運びとなり、大変に嬉しく思

うと同時に、第12号となる今号に、あわせて 6本のご論攷をお寄せいただ

いた先生方には、心より感謝申し上げる次第である。

　平成27年度は、国内の自然状況に目を向ければ水害や火山の噴火といっ

た災害が発生し、多くの人々が尊い生命や財産を奪われたことがまず想起

される。同じく、社会状況を鑑みれば、いわゆる安保関連法の制定を契機

として、多くの国民が立憲主義と民主主義を問い直すこととなったことを

忘れてはなるまい。さらに、国外に目を転じれば、各地で頻発したテロリ

ズムや、シリア難民の大量発生など、不安定要因はますます増加している

ように思われ、今後の国際社会の取組みからは目を離すことができないで

あろう。

　かかる諸問題に対して、東洋大学に集う法学徒として、われわれが対峙

する際の処方箋は、常に「哲学に根ざした正義の実現」である。本法科大

学院における教育および研究は、この「哲学に根ざした正義の実現」を希

求する営みにほかならない。今回、『白山法学』に寄せられた多くの論攷

は、まさに本学専任教員の「正義の実践」の果実である。

　もとより、法科大学院における教育は甚だ負担の大きいところであり、

ともすれば研究活動および研究成果の発表という営為を妨げる要素ともな

り得るものである。それにもかかわらず、上に記したように、 6人もの先

生方からのご寄稿をいただけたことは、まさに本学専任教員の面目躍如た

る教育および研究の成果である。もっとも、私自身が拙稿を寄せられな

かったことは大変に遺憾である。

　さて、本法科大学院においては、平成27年 4 月に最後の入学者を迎えて

スタートを切って以来、人数こそ少ないものの、今年度の入学者はもとよ

り、在学生、修了生の全員が司法試験合格に向けて血のにじむような努力
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を重ねている。

　また、 9月に行われた平成27年司法試験合格発表に際しては、本法科大

学院の修了者として 4人が、さらに、本法科大学院で学んだ後に司法試験

予備試験合格者として 2人が、それぞれ司法試験合格を果たしている。こ

れにより、本法科大学院に学んだ修了生の司法試験合格者は、64人となっ

た。

　今後も、われわれ法科大学院の教員は、司法試験合格のための教育を継

続していくと同時に、それぞれの専門分野における研究活動も積極的に行

い、いわば車の両輪としての「教育と研究」に尽力したいと思う。そのた

めにも、『白山法学』は、今後もわれわれの研究成果の発表の場として存

続させていく心積もりである。

　最後に、今年度も『白山法学』の編集および刊行に際しては、法科大学

院事務局のみなさんに大変なご助力をいただいた。また、紀要委員として

『白山法学』の編集に尽力して下さった寺教授には、多大なご負担をおか

けした。ここに記して謝意をお伝えしたい。

平成28年 3 月

東洋大学法科大学院長

� 佐 藤 修 一 郎
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平成27年専任教員の研究業績

　平成27年 1 月 1 日から平成27年12月31日までの研究業績を掲載する。

○相川　修

　「超短波放送局（コミュニティ FM放送局）に関する法社会学研究―東

日本大震災を契機に―」白山法学第11号71～144頁 東洋大学法科大学院

（平成27年 3 月）

○坂本恵三

　「債権者代位訴訟における被保全債権の調査について」白山法学第11号

165～176頁 東洋大学法科大学院（平成27年 3 月）

　翻訳・「教科書から見たドイツ民事訴訟法理論の変遷」Peter Gottwald

著、二羽和彦編訳『ドイツ・ヨーロッパ民事手続法の現在』日本比較法研

究所翻訳叢書71（平成27年10月）中央大学出版部

　「再審事由と補充性」民事訴訟法判例百選第 5版（平成27年11月）有斐閣

○佐藤修一郎

　『新 4版　現代憲法入門講義』（共著）北樹出版（平成27年 3 月）

　「フランス」松山大学総合研究所所報　第84号（平成27年 3月） 6～26頁

　「スペイン」松山大学総合研究所所報　第84号（平成27年 3月）36～39頁

　「法科大学院専任教員による市民講座―笠懸公民館『憲法を学ぶ講座』」

白山法学第11号 東洋大学法科大学院（平成27年 3 月）177～193頁

○熊田裕之

　「受領不能を原因とする供託と弁済の提供との関係」白山法学第11号145

～163頁 東洋大学法科大学院（平成27年 3 月）

　「受領遅滞における「受領拒絶」「受領不能」要件の検討」法学新報122

巻 1 ・ 2 号319～345頁（平成27年 8 月）

○萩原　滋

　「実行の着手と所為計画」（野村稔博士古稀祝賀論文集、平成27年 3 月）

　「間接正犯における実行の着手」白山法学第11号 1 ～21頁 東洋大学法科
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大学院（平成27年 3 月）

○橋本昇二

　「要件事実原論ノート（特別章その 1）」白山法学第11号23～70頁 東洋

大学法科大学院（平成27年 3 月）

○松井英樹

　「代表取締役を兼任する別の会社に約束手形を振り出すことはできる

か」『誰にもわかる手形・小切手の手引追録48号』新日本法規出版（平成

27年 3 月）

　「精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある手形所持人

に法定代理人がいない場合の手形時効はどうなるか」手形・小切手実務研

究会編『問答式　手形・小切手の実務追録66号』新日本法規出版（平成27

年11月）

○吉田秀康

　「『傍聴人に聞こえない証人尋問』国家賠償請求事件―一橋大学ロース

クール人権クリニック」法学セミナー11月号 9 ～57頁　日本評論社　（平

成27年11月）

� 以上



編 集 後 記
　「白山法学」は、平成16年度（2004年度）の創刊号以来、毎年度 １回のペースで
発行され、本号が第12号となる。今回、編集後記を書くにあたり、改めて全号を
見返してみたところ、執筆者数は、創刊号の 7 名が最も多く、 6 名の第 2 号がそ
れに続くが、それ以降は、おおむね 3 名または 4 名で推移している。本号は、創
刊当初に迫る 6 名の教員（実務家教員 2 名、研究者教員 4 名）による論稿を掲載
して発行される運びとなった。ご寄稿いただいた先生方、編集を担当された職員
の方々に、深く感謝を申し上げる次第である。
　平成27年司法試験では、本学修了生は 4 名が合格した。それに加えて、司法試
験予備試験を経て司法試験に合格した修了生も複数名いた。現在、修了生は来た
る 5月の司法試験受験に向け、また在学生は将来の司法試験受験を目指し、日々、
学習に取り組んでいる。こうした修了生および在学生が、 1 人でも多く、司法試
験に合格し、法曹になるという夢を実現することを願っている。法科大学院長を
はじめとするわれわれ教員も、教育と研究の両面において、なお力を尽くしてい
きたいと考えている。

（寺）

執筆者紹介
2016年 3 月現在

相　川　　　修　　東洋大学法科大学院教授

橋　本　昇　二　　東洋大学法科大学院教授
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